
　1.　はじめに

　コンクリートやモルタルなどのセメント系硬

化体は一般に多孔質であり，その耐久性は水分

の移動や相変化の影響を強く受ける。このため，

水分の移動現象を定量的に理解し，シミュレー

ションなどで経時的な含水量変化や寸法変化を

予測することが重要な研究課題となっている。

その作業の中でもっとも時間と労力とを要する

のが水分収支式の係数となる各種の水分特性値

の実測であり，迅速な測定法の開発が望まれて

いる。

　本研究では等温条件の水分移動の中で，特に

湿気拡散が支配的となる比較的低い含水領域を

対象とし，境界条件に湿度のステップ変化を与

え た試 料の 吸 着量 の連 続 測定 か ら， カー ブ

フィットにより水分拡散率を早期に推定する手

法について検討した。試料には水セメント比の

異なる硬化セメントペースト（以下H CPと略

記），モルタルおよびオートクレーブ軽量気泡

コンクリート（以下ALCと略記）を用いた。

　水分移動の駆動力は本来的に水分の化学ポテ

ンシャルであるが，水分特性値の測定において

は含水量を見かけの駆動力とするのが便利であ

る。含水量の表記はSI単位系では濃度と同じ表

現で，kg-水分/m3-多孔質材料なので，本研究

では含水率と呼ばずに含水量と呼ぶことにする。
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　2.　測定原理

　2.1　従来の方法

　カップ法はASTMなど各国の規格に定められて

いる標準試験法1)である。JISでは直径60mmφ，

深さ15mmの容器内の試料下面に吸湿材を入れ，

試料を通して外部の湿分が透過するようにし，

容器の全重量の定常的な増加を確認して湿気伝

導率を求める。湿気伝導率は相対湿度の関数と

なるが，この方法は，各種建材のように厚さが

大きく，吸放湿性のある試料では定常になるま

での時間が長くなる。また，主要な誤差要因と

して，試料が厚い場合にカップと接する周辺部

の湿気の流れに１次元性が確保されない場合が

あること，表面の湿気拡散抵抗の再現性の問題

が指摘されており，補正法も提案されている2)。

この方法ではセメント系材料についての測定は

多くない3)。

　2-Box法は２種の調湿剤で水蒸気圧差を付け

た２つの箱の境界に試料を設置し，調湿剤の容

器の重量を連続測定して定常状態を確認して湿

気伝導率を求める。測定原理はカップ法と同じ

であるが，大版の試料の測定が可能となり，湿

流の１次元性が向上する。また箱内の空気を撹

拌できるので表面の湿気拡散抵抗の再現性も向

上する。しかし装置の構成に標準が無く，研究

者により異なるため，測定結果も一致を見ない

ことが多い。



　2.2　動的方法の測定原理

　水分の保存の式は，液相水分の流れが無視で

き，また含水量の変化も小さく水分拡散率 D Vθ が

含水量に依存しないとき，等温条件で次のよう

になる。
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θ = ≥ =0 0 0  t( , )x であるとき，表面相対湿度の

変化に対する全移動水分量mt（kg/m2)は次式の

ようになる4)。 D Vθ は含水量がθi  (kg/m 3)の時の

水分拡散率である。
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従ってこの含水量における水分拡散率 D vθ  (m 2/

s) 湿気伝導率DV  (kg/msPa)は次のようになる。
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従って，試料を含水量がゼロの乾燥状態から相

対湿度が一定の環境に置いて水分を吸着させ，

時間の平方根に対する水分増加量の勾配を測定

することにより D vθ が求められ，吸着等温線の勾

配である水分容量が分かれば湿気伝導率も計算

できる。

　また，有限の厚さ2┍を有する平板において，

境界条件がθ θ= = ≥i x  t 0)( ,0 であり，また初期

条件がθ θ= > > − =0 0  t( , )l x l であるときは次式

が与えられている。
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ここでDは拡散係数である。同様に形状が半径R

の球の場合についても次式が与えられている。
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特にtが十分大きいと式(5)でn=0，式(6)でn=1と

した式が良い近似となるので，吸脱着実験から

次式のカーブフィットにより推定することがで

きる。

m a b ctt = − −( )[ ]1 exp (7)

ここでa m= ∞ ，bは試料の形状に関わる係数，c

は拡散係数を含む係数である。水分拡散係数は，

試料が平板の場合と球の場合でそれぞれ次式で

計算できる。
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以上の基礎式(2),(5),(6)による推定方式をそれぞ

れA, B, Cと呼び，その適用範囲，及び実際に試

料に適用する際の測定条件をまとめて表-1に示

す。

　2.3　動的方法の測定手順

　実験Aは，材料の環境の相対湿度を急激に変化

させ，吸湿または放湿による質量（移動水分量）

の変化を連続的に測定する。質量変化を時間の

平方根に対してプロットするかカーブフィット

によりその傾きを求める。湿気伝導率を算出す

る際の∂θ / ∂h は吸着等温線の傾きで，別途測定

しておく。この方法は表面の湿気伝達抵抗を考

慮せず，試験体も実際には半無限ではないこと，

水分拡散率の含水量への依存が小さいなどの仮

定を含んでいるが，中尾ら5)はその誤差の評価を

行い，必要な精度を得るための測定条件を検討

した。半無限固体を有限の厚さの試料で測定す

ることによる誤差を１％以下にするため必要な

厚さと測定時間はコンクリートで1.5mm以上で

45分以上，ALCで15mm以上150分以上として

いる。

　実験BおよびCの測定手順も基本的に実験Aと

同様で，試料の含水量が一定となるような初期



条件を与えた後，試料の環境の相対湿度をステッ

プ変化させて試料の質量変化を測定する。但し

実験Aとは異なり，測定時間はできるだけ長くす

る必要がある。

　3.　実験

　3.1　試料

　セメントペースト試料は普通ポルトランドセ

メントを水セメント比0.3，0.4，0.5にて脱泡し

ながら混練し，アクリル製の型枠（100 ｘ 100

ｘ 10 ｍｍ，厚さ5mm，離型剤無し）で成形し，

翌日脱型した後，8週間水中養生した。ALCは

JIS A 5416に準拠した市販品（住友金属鉱山シ

ポレックス社製）を用い，100ｘ100ｘ30ｍｍの

形状で105℃通風オーブン内に保持した。これら

をサンドペーパーで表面を調整し付着物等を除

去した。実験A, B用の試料形状は厚さ方向が半

無限固体と見なせる平板であり，実験時には 試

料の吸放湿面以外の面をアルミテープで断湿処

理した。試料をステンレスワイヤで電子天秤か

ら吊り下げ，相対湿度発生装置の試料槽の中央

に位置するようにした。実験C用の試料は平板試

料をハンマーにて粉砕し，15mmのふるいを全

通し，10mmのふるいに残ったものを用いた。

試料形状は基礎式(6)を適用する限り球状である

ことが望ましいが，簡便な実験を目指すため多

角形で近似した。実験時にはステンレス製のか

ごに10～30gの試料を入れ，ステンレスワイヤ

にて電子天秤の床下計量用フックから試料槽内
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に吊り下げた。

　含水量を計算するための基準乾燥状態として

セメントペーストではD-dry，ALCでは105℃が

一般的に用いられているが，本研究では試料を

20℃に保ったまま，炭酸ガスを除去した露点温

度が-42℃の乾燥空気を毎分20リットル流して乾

燥させる方法を用いた。この乾燥方法は，D-

dry（露点温度-76℃の乾燥空気で室温乾燥）に

比べて甘いが，105℃通風オーブンの乾燥と同等

の乾燥度が得られることが確認されている。し

かも相対湿度発生装置の試料槽の中で実施する

ため，その後の湿度の変化に連続的に移行でき

るメリットがある。これらの乾燥条件を試料の

製造条件と共に表-2に示す。

　3.2　試験装置

　実験装置は分流式相対湿度発生装置と質量測

定の電子天秤を１セットとし，これを３セット



組合せ，パソコンにより一括して自動計測を行っ

ている。装置の構成を図-1に，その一部の写真

を写真- 1にそれぞれ示す。相対湿度発生装置は

0～95％の範囲で任意の相対湿度を±1％以上の

精度で毎分20リットル発生させる。この場合の0

％とは露点温度が-42℃の乾燥空気であり，運転

温度（試料槽内温度）が20℃の場合では相対湿

度0 .27 ％に 相当す る。 試料 槽の 寸法は 直径

200mm深さ250mmの円筒形で，実験室外から

導入される恒温水により±0.5℃以下に制御され

た恒温水槽内に設置されている。電子天秤は最

大秤量310g，分解能1mgでRS-232Cにより外部

のノートパソコンから制御されている。相対湿

度発生装置と電子天秤を乗せる台とは相互の接

触がなく，個別に床から支持されている。

　3.3　 計測・解析プログラム

　自動計測プログラムはRS-232Cマルチプレク

-dry -wet

図-1　実験装置の基本構成

写真-1　実験装置の外観

サを経由して3台の電子天秤を含む合計６台の

RS-232C機器を制御する。ユーザはパソコンの

画面から対話式に試料条件，測定条件を入力し

て測定を開始できる。計測結果は画面上でトレ

ンドグラフとしてモニタ出来るほか，tabで区切

られたデータセットのテキストファイルが保存

される。ファイル名は自動的に生成され，ファ

イル名のみから日付，同日の測定番号，使用装

置番号，測定の種類が区別できるようにしてあ

る。自動計測プログラムはLabVIEWで開発した。

カーブフィットはシェアウェアのMacCurveFit

1 .52を使用し，カーブフィットのスキームは

Quasi-Newton法を用いた。

　4.　測定結果と考察

　4-1　ALC

　ALCは工場生産品として品質が安定しており，

材齢の影響がほとんど無い。また加工も容易な

ことから様々な初期・境界条件を与えて予備実

験を行う対象とした。水分拡散率は含水量の関

数となるが，特に15％以上の高含水域では３桁

のオーダーで変化することが知られている。今

回測定の対象としたのは水蒸気拡散支配の低含

水領域であるが，図-2に示すように水分拡散率

は全体として相対湿度50％付近を境に低下する

傾向を見せた。低含水域では吸着が，高含水域

では液相の水分の存在が気相の拡散を妨げる為

と云われている。３種類の動的方法によって得

られた測定値は必ずしも一致しなかったが，相

対湿度（含水量）への依存性に関しては一定の

傾向を示している。水分拡散率から湿気伝導率
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図-2　動的方法によるALCの水分拡散率



を計算した結果を図-3に示す。湿気伝導率は従

来よりカップ法1)や２Box法6)により測定が行わ

れているので，その文献値も併記した。各測定

値は必ずしも一致しないが，相対湿度に対して

等しく一定の傾向を示している。Anderssonの

試 料は 低密 度製 品（ 325k g /m 3） であ り，

480kg/m3の本試料に比べ当然上に位置するであ

ろう。またALCには発泡方向によって気泡の連

続性に差があるがほとんどの文献では注意され

ていない（本試料は発泡方向に平行に切り出し

た試料に直角の水分移動方向を与た）。また

ALC試料の組成，乾燥条件，測定法も異なって

いることを考えれば，満足すべき結果が得られ

た云える。ALCの発泡方向の異方性だけでなく，

平板試料作成時における異方性要因（ブリージ

ング，型枠に依る平滑面生成など）を回避する

ため，砕いて顆粒状とした試料を用いる動的方

法Cのメリットが大きい。よってHCPは動的方

法Cで測定した。

　4.2　HCP

水セメント比が0.3，0.4，0.5の硬化セメントペー

ストの水分拡散率を，動的方法Cで測定した結果

を図-4に示す。また水分拡散率から計算で求め

た湿気伝導率を図-5に示す。これらの水分特性

値の相対湿度（含水量）への依存性は，ALCの

場合と同様の傾向を示している。水分拡散率で

は相対湿度50％をピークとする山形が，湿気伝

導率では測定環境湿度の増加に伴う緩やかな増

加がみられる。特に中湿度域では，湿気伝導率
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図-3　動的方法によるALCの湿気伝導率

はほとんど一定値と考えて良い。このことは，

コンクリートの実使用環境下における水分収支

のシミュレーションを行う際の係数の扱いに重

要な示唆を与える。水分の状態に応じて，係数

を一定値と見なせるか，あるいは簡単な関係で

近似できるか等を判断するために，広い相対湿

度範囲で係数のおよその範囲を知ることがより

重要である。

　5.3　動的測定法の比較

　３種の動的測定を比較するため，測定値の中

から典型的なものを表-3に示す。相対湿度は40

％の場合に限定した。同じ測定法の中で水セメ

ント比と水分拡散率・湿気伝導率の関係を見る

と，HCPかモルタルかを問わず，動的試験方法

の種類を問わず，一定の傾向が見られる。すな

わち，水セメント比0.4と0.5はほぼ同じ値とな

り，図-4　動的方法CによるHCPの水分拡散率
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図-5　動的方法CによるHCPの湿気伝導率
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り，0.3のみがこれらより2-3倍大きな値となる

ことである。ただし動的方法Cだけは水セメント

比による差がほとんどなかった。水セメント比

の小さいものは緻密であるため気相水分につい

ては確かに拡散しにくい。しかし，この水分拡

散率は気相水分の拡散と液水の粒子表面の拡散

の両方の係数が含まれており，どちらが律速す

るかは環境の相対湿度に主に依存するが材料の

構造や表面性状等も関連する。水セメント比の

小さいものは表面拡散係数も大きいと思われる

が，水セメント比の大きなものは気相の拡散が

大きくなるため，どの水セメント比でミニマム

となるかは興味深い。この様な材料構造と水分

移動係数との関係は今後の課題である。

　動的測定法を比較すると，HCPの測定ではA

法とC法では約10～20倍の開きがある。A法とB

法の差に到っては1000倍程度と非常に大きい。

これは相対湿度100％に相当する水中浸漬の状態

から乾燥させる脱着試験を，たまたまB法で実施

したたことによる。この場合は水蒸気拡散支配

の仮定が成り立たず大量の液水の移動があった

ものと考えられる。同じB法を中湿度域で実施し

たALCの場合にはその開きは図- 2，3に示すよ

うに10倍以下である。結局測定法間には10倍近

い開きがあることになる。見落とした測定条件

や計算法の不備があるはずで，今後実験を重ね

てその差を縮めることにしたい。

　5.　まとめ

　水蒸気拡散支配の条件で水分拡散率と湿気伝

導率を動的に測定する手法を提案した。破砕し

た試料の吸着速度を約8時間測定する単純な方法

 0.3 0.4 0.5 0.3 0.4 0.5 -

A 9.99 3.75 3.79 4.92 2.02 1.64 540 RH=40, 

B 8500 2940 1900 - - - 3668* RH=40, 

C 85.2 80.5 80.5 - - - 984 RH=40, 

A 4.81 2.37 2.12 1.32 0.74 0.55 15.86* RH=40, 

B 4100 1860 1060 - - - 162.8 RH=40, 

C 41.5 50.9 45.0 - - - 28.8 RH=40, 

であるが，任意の境界条件を与え，かつ水分移

動係数の広い相対湿度域での依存性を見るため

には相対湿度発生装置が必要となる。今後，簡

便な装置の考案も必要であろう。
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